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第 2 節　日本における SB 受容
2-1．政府レベルでの SB 受容
2-2．民間レベルでの SB 受容の例














Towards the Ideal Type of Social Business in Japanese Society: 















  This paper gives a consideration to the premise of discussions about Social 
Business (SB) in Western world and depicts current state of discourses on SB in 
Japan that has imported these discussions. As the background of SB in the Western 
discourses, “the Third Sector” concept including differences of perception between 
US and Western Europe will be explained. Next, both academic discussions and 
practical applications on SB being formed in Japan will be introduced. Finally, this 
paper will indicate missing issues on SB discourses in Japan to present an ideal type 
of SB. This ideal type will be a link to connect current SB discussions in Japan to a 
more meta-level consideration on “Modernity in the Japanese society.”
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する NPO などのボランタリー・アソシエーショ
ンからなる「サードセクター」の中にあって、商業機能を備えた NPO
をはじめとする様々な形の事業体を SB または SE として捉える。もう一
つは、主に大陸欧州を中心に展開される「社会的経済アプローチ」で、
政府や市場経済と接点を持ち協力し合う
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
「サードセクター」の中にあっ
て、民主的な組織ガバナンスをもって収益事業を行う新しい運営原理を
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体験されていない
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た間隙を埋める






































































































































































































































































































































会社（Community Interest Company, CIC）法」が制定された。CIC は、純粋
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な私的利益ではなく、地域コミュニティの便益のためにビジネスやその
他活動を営む者のための特別な機能を備えた有限会社である（Department 















　アメリカの SB は、欧州とは形態を異にする。現在、アメリカには SB
を規定し支援する明文化された法制度は存在せず、営利・非営利の区分
も明確ではないため、欧州より形態も多様であると考えられている。具













　アメリカにおける SB 概念は、1981 年にビル・ドレイトンが設立した













組織が免税措置を受けられる NPO や、低営利型有限責任会社（Low-profi t 














































































　日本では、主に 2000 年代に入ってから社会的経済や SB、社会的企業
（SE）といった概念が研究文献上で紹介され始めた。須藤（2013）によると、



































































































スで刊行される Social Enterprise Journal が 2011 年に“Social Enterprises in 
East Asia”（「東アジアの社会的企業」）という特集を組み、東アジアの
四つの国・地域（中国、香港と台湾、日本、韓国）にて創生されつつ
ある SB の類型化や比較視点の提示を試み（Defourny and Kim, 2011）、そ
の特集の中で日本の SB を取り扱っている（Laratta et al., 2011）。Laratta et 
























2000 年以降に若者によって起業された団体が典型的な SB として取り上
げられる（藤井ほか、2013：40-41）。次に、日本における伝統的な WISE













































CSR や BOP ビジネス xx）なども「SB と重なり合う部分が多い」という認
識を示している（ソーシャルビジネス推進研究会、2011：4）。
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　SB 普及の取り組み
　日本政府による SB の全国的な啓発・普及に関しては、主に 2008 年度
以降、「社会的認知度の向上」「資金調達」「人材育成・経営ノウハウ支
援」「企業との連携・協働支援」「その他環境整備」などの分野における




一般企業と SB 事業者の協働促進事業（2011 年度予算案として）、SB 関
連施策に関する情報ポータルサイト開設（2010 年度）などが推進されて
きている。
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　「最近では、「新しい公共」を推進する動きの中で、ソーシャルビジネ
スに対する注目は更に高まり、平成 22 年 6 月に閣議決定された「新成
長戦略」や経済産業省で取りまとめられた「産業構造ビジョン 2010」に
おいても、「新しい公共
0 0 0 0 0
」の推進とともに













しては、2000 年 1 月に自民党・小渕内閣が出した『21 世紀日本の構想』、
2002 年 5 月に小泉内閣の産業構造審議会の NPO 部会「中間まとめ——新
しい公益の実現にむけて」、2003 年 11 月の第 27 次地方制度調査会答申
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、ビジネスの形で行う
0 0 0 0 0 0 0 0 0
という新たな社会的活動の形や「働
き方」を提供」する事業として SB を取り上げている（経済産業省 SB
研究会、2008：1、傍点筆者）。2011 年の SB 推進研究会報告書では、
日本政府が雇用創出戦略の一環として「新しい公共」を位置付け、「伝
統的な地域組織やボランタリーな組織とともに「新しい公共」の担い




















いて見られる SB 受容の形は、社会起業家のネットワーク形成、SB に
関する情報収集と発信、SB に関する立法の要請など（＝政策提言）の
75
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三つに大別できる。まず、社会起業家のネットワーク形成の例として、
2003 年 7 月に、民間シンクタンクの有識者が集まり社会起業家を支援
する「社会起業家フォーラム（JSEF）」を設立している。2007 年度には、
東京工業大学に「国際的社会起業家養成プログラム」というカリキュラ










の SB フォーラム（「ソーシャル・ビジネス・フォーラム in アジア（SBFA）」）
開催などの活動を行っている。SBFA は 2011 年より毎年開催されており、
「ユヌス・ソーシャル・ビジネス認定カンパニー」という独自の認定制
度が設けられている xxvi）。
　情報収集と発信の例としては、2010 年 12 月に、SB 研究会の検討内容
を踏まえ経済産業省が開催した「ソーシャルビジネス推進イニシアティ





して、「社会事業家 100 人インタビュー」がある。これは、SBN と任意
団体「IIHOE［人と組織と地球のための国際研究所］」が 2012 年 6 月か
ら協働で開催している対話型講座で、日本全国の SB 起業家とのインタ
ビューを行い、設立・経営の経緯やビジネスモデルに関する情報を収集、











　SB に関する政策提言としては、経済産業省『ソーシャルビジネス 55 選』
にも SB の先進事例として紹介される病児保育事業を展開している NPO
⾲ 10㸬᪥ᮏࡢẸ㛫ࣞ࣋ࣝ࡟࠾ࡅࡿ♫఍㉳ᴗᐙࠊ♫఍㉳ᴗࠊSBࡢ⌮ゎ 
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法人「フローレンス」の駒崎弘樹代表が、2010 年 3 月の「第 3 回「新し
い公共」円卓会議」において提出した「社会事業法人（案）」を挙げる



























































（Social Capital、以下 SC と略）や地域社会のネットワークを基盤に成り
79








面を強調し、SC の蓄積への貢献と SC の利用とでは主体が必ずしも一致
しないとする。
　SB と SC との関係については、ソーシャルアントレプレナーやその運
営組織が持つ重要な役割として SC の創出→蓄積→活用という好循環を
形成することを説いた Leadbeater（1998）や、SB の混合的な資源構造の










































































0 0 0 0 0 0
おける社会的資本は
0 0 0 0 0 0 0 0 0
、市民資本
0 0 0 0
（civic capital）というべき
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拠しているから









































0 0 0 0
に、社会的企業の独自性が見出せるとしている（向井、
2015：32）。このような見方は、日本の SB 受容のあり方を理解する上で
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0 0 0 0
」と、EMES が提示した「社会的企業の理念型」（表３参照）に
含まれる「民主的意思決定















































































v) これは、Defourny (2001) 等における社会的企業の理念型から着想を







































































































xxiii) 同調査では、年間収入が 1,000 万円以上の「株式会社・有限会社・
合資会社・合名会社・合同会社のうち中小企業の従業員数に該当
する非上場企業」と「企業組合・一般社団法人・NPO 法人」から















xxvii) うち NPO 法人 28、株式会社 14、有限会社 2、一般社団法人 2、公









xxix) アメリカの SB 議論をリードしてきた Dees らも、近年、SB が事
業収入（earned income）にのみ依存すべきとする議論が、原理的
に成立しないレトリックに過ぎないことを主張している（Battle 
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